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平成２６年（行ウ）第５２１号 法人文書不開示処分取消請求事件      

原  告  レペタ・ローレンス 

被  告  独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構 

 

原告準備書面  (３) 

２０１５年 ６月２５日 

 東京地方裁判所民事第３８部Ｂ１係  御中 

 

原告訴訟代理人 弁護士  古  本   晴  英  

 

同        弁護士  柳 原  敏 夫 

 

                     同       弁護士  神  山   美 智 子 

 

同       弁護士  船  江   理  佳 
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第１、請求の趣旨の変更について 

１、請求の趣旨の変更 

請求の趣旨第１項を次の通り変更する。 

（変更前の請求の趣旨） 

１ 被告が原告に対し平成２５年１２月６日付でした法人文書不開示処分のうち全

部不開示とされた部分を取消す。 

（変更後の請求の趣旨）  

１ 被告が原告に対し平成２５年１２月６日付でした法人文書不開示処分のうち全

部不開示とされた別紙文書目録記載の各文書の部分を取消す。 

 

２、変更に関する請求原因事実 

(1)、本実験ノート 

 訴状別紙請求文書目録記載の実験に関するすべての情報を含んだ、いずれの記録

媒体かのいかんを問わずアナログデータ及びデジタルデータの全体（以下、本実験

ノート1という）に関する全部不開示処分の取消しの請求原因事実は、従前、主張し

てきた通りである。 

(2)、プロジェクト報告書 

ア、プロジェクト報告書の存在 

 川田氏が作成し、被告が行ったディフェンシン遺伝子を導入した遺伝子組み換え

稲の開発及び栽培の研究プロジェクト（以下、本研究プロジェクトという）の上司

                                                 
1 原告準備書面(１)２頁で、本件実験ノートを《本書面では、原告が取消を求める全部不開示決
定の対象である文書のうち被告職員の川田元滋氏（以下、川田氏という）と被告職員の大島正弘
氏（以下、大島氏という）がそれぞれ作成した実験ノート（両者を総称して本件実験ノートとい
う）》と定義したので、ここでは、本研究プロジェクトに関連して実施された実験のうち第一次
実験ノート裁判で審理の対象とされた「栽培」実験以外のすべての実験、すなわち遺伝子組み換
え稲の「開発」に関連して実施されたすべての実験で作成された実験ノートを本実験ノートと呼
ぶ。 
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に提出した「各種レポート」（甲１４川田陳述書３頁３(２)）の１つとしてプロジェ

クト報告書が存在する（甲１６川田証人調書２４頁下から１１～４行目）。 

イ、 組織共用文書性 

プロジェクト報告書は、プロジェクトの上司に提出する実験の報告書であり、「そ

の場限りのもの」にあたらないことは言うまででもない。 

 以上から、プロジェクト報告書は組織共用文書に該当することが明らかである。 

 

第２、被告の平成２５年１２月６日付法人文書不開示処分の手続違反について 

 行政手続法８条により、被告は全部不開示決定に際し、被告が保有していない場

合（これには(1)物理的に不存在の場合と(2)物理的に存在するが法人文書性がない場

合の２つがある）であってもその理由を原告に提示する義務を負う（詳解「情報公

開法」１００頁。宇賀克也「新・情報公開法の逐条解説」１２５～１２６頁）。従っ

て、本来であれば、被告の平成２５年１２月６日付法人文書不開示処分のうち全部

不開示処分で、被告が保有していない場合について、原告に理由を提示しなかった

のは行政手続法８条に違反し、違法である。 

 しかるに、本訴における主題は本実験ノートの組織共用文書性の有無の点である。

そこで、原告としては、今後二度と、被告がこのような手続違反をくり返さないこ

と、もし再度くり返した場合には直ちに手続違反を追求することを警告した上で、

本訴において上記の手続違反は取り上げないことにする。 

 

第３、第一次実験ノート裁判で提出の証拠等との関係 

 第一次実験ノート裁判（以下、前訴という）の証拠や被告準備書面の別紙のうち、

本訴で必要なもの（証人調書など）は既に提出済みだが、今回、さらに証拠として

追加提出する（甲２８～３１）。 

また、甲１６川田証人調書と甲１７矢頭証人調書に記載の書証番号は、第一次実
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験ノート裁判の書証番号であるため、本訴で提出した証拠の書証番号との対応関係

は以下のとおりである。 

 

①． 甲１６川田証人調書 

頁行 前訴の書証番号 本訴の書証番号 
１頁下から２行目 乙第５号証 甲１４号証 
２頁７行目 同上 同上 
同頁下から２行目 同上 同上 
３頁３行目 同上 同上 
同頁行目 乙第３号証 甲１５号証 
４頁下から２行目 平成２５年８月２２日付け被告

準備書面（５）添付の別紙１ 
甲２８号証 

５頁５行目 乙第１号証 甲２９号証 
同頁下から１０行目 乙第２号証 未提出 
６頁末行 乙第４号証 甲３０号証 
７頁１３行目 乙第５号証 甲１４号証 
同頁下から７行目 同上 同上 
９頁下から３行目 甲第１９号証 甲３１号証 
１０頁１４行目 平成２５年８月２２日付け被告

準備書面（５）添付の別紙１ 
甲２８号証 

１２頁１１行目 甲第１３号証 甲１２号証 
１４頁９行目 甲第７号証 甲１０号証 
１５頁７行目 乙第５号証 甲１４号証 
１８頁下から８行目 甲第７号証 甲１０号証 
２０頁下から６行目 乙第５号証 甲１４号証 

 

②．甲１７矢頭証人調書 

頁行 前訴の書証番号 本訴の書証番号 
１頁５行目 乙第３号証 甲１５号証 
２頁６行目 同上 同上 
３頁１２行目・同１３行目 乙第２号証 未提出 
４頁下から５行目 乙第３号証 甲１５号証 
５頁１行目・同１２行目 乙第２号証 未提出 
同頁末行 乙第４号証 甲３０号証 
６頁下から１０行目 乙第３号証 甲１５号証 
７頁１３行目 乙第４号証 甲３０号証 
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８頁下から４行目 甲第３０号証 未提出 
１３頁６行目 甲第１９号証 同上 
１４頁１２行目 同上 同上 
１６頁下から９行目 平成２５年８月２２日付け被告

準備書面（５）添付の別紙１ 
甲２８号証 

１７頁下から５行目 甲第１３号証 甲１２号証 
２１頁４行目 乙第３号証 甲１５号証 
２２頁４行目 同上 同上 
２６頁３行目 同上 同上 

 

第４、証拠の提出(１) 

今回、本件研究と同一分野である生命科学2の実験ノートについて、京都大学が開

示決定を出したので、これを証拠として提出する（甲３２）。その立証趣旨は以下の

通りである。 

１、実験ノートの開示決定 

本件研究と同一分野である生命科学の研究開発において、日本をリードする研究

機関の１つである京都大学では、大学の職員（吉村成弘生命科学研究科准教授と粂

田昌宏同助教らの研究グループ）が作成した実験データを記録した文書、いわゆる

実験ノート（以下、京大実験ノートと略称）の開示請求（甲３２の３）に対し、本

年４月２１日、京大実験ノートが「組織共用文書」であることを認め、なおかつこ

れを開示する旨の決定をした（甲３２の２「法人文書開示決定通知書」）。 

その際、上記の大学職員（吉村成弘生命科学研究科准教授）は、《発表した研究論

文については、その根拠データは誰にもオープンにされるのが当然であり》（甲３２

の１「法人文書開示決定通知書の送付及び今後の事務手続きについて」の３）、とい

う立場を表明した。すなわち発表した研究論文の根拠となる実験データが記録され

た文書の情報公開については不開示事由は存在しないという立場を明らかにした。 

                                                 
2生命現象を対象にして、生物学を中心に化学・物理学等の基本的な面と、医学・薬学・農学・
工学・心理学等の応用面とから総合的に研究しようとする学問であり、無生物（非生命現象）を
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２、京大実験ノートと本実験ノートとの対比 

 京大実験ノートの場合も、本実験ノートとの間に、単に《一般的・抽象的には共

通する点がある》にとどまらず、原告準備書面(１)１４～２３頁で詳述した通り、

なおかつ以下に述べた通り、両者は作成状況、利用状況及び保存・廃棄状況といっ

た基本的な点で共通することが明らかであり、仮に明らかでなくても窺える。 

 従って、これらを共通とする以上、両者の「組織共用文書」性についても共通の

扱いとするのが当然である。 

(0)、研究対象 

 生命科学の分野の研究開発の点で同一であること。 

(1)、文書の作成の状況 

①．作成目的が職員個人の研究ではなく、組織の共同研究（京大実験ノートは吉

村成弘生命科学研究科准教授と粂田昌宏同助教らの研究グループ〔甲３２の２の

京都大学のホームページ3２枚目〕）を円滑に進めるためであること。 

②．記録される情報（実験の生データ）の性格が当該「法人に帰属」すること。 

(2)、文書の利用の状況 

①．利用の実態が上司や共同研究者間で利用すること。 

②．上司の閲覧要求に拒絶できないこと。 

(3)、文書保存又は廃棄の状況 

①．実験データの保存義務・善管注意義務があること。 

②．外部への持ち出しが禁止されていること。 

③．勝手に廃棄できないこと。 

 

                                                                                                                                          
対象とする物質科学と対比される（Wikipedia参照）。 
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３、結論 

 原告準備書面(１)３０頁(2)で既述した通り、独立行政法人理化学研究所において

も遺伝子の組換えに関する実験の過程で作成された実験ノートは、「組織共用文書」

であることを認めた。 

また、第一次開示請求に関する原告の異議申立後、審査会での審議段階で被告よ

り提出された、東北大学大学院農学研究科の西尾剛教授の陳述書（甲８）によれば、

西尾教授の研究室で行う研究で作成される実験ノートもまた「組織共用文書」を前

提にしている。なぜなら、前記実験ノートを非公開にする理由を「競争関係にあり、

知的財産権の観点から」（つまり法５条４号ホの不公開事由「調査研究に係る事務に

関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ」としているからである

（２枚目のラスト）。 

 すなわち、理化学研究所においても東北大学大学院農学研究科においても、さら

に京都大学大学院生命科学研究科においても作成された実験ノートはいずれも「組

織共用文書」であることを認めている（その上で、今般、京都大学大学院生命科学

研究科は実験ノートの開示決定まで行った）。 

 すなわち、生命科学の研究現場では実験ノートが「組織共用文書」であることを

認めた上で、不開示事由の有無で開示か不開示かを判断しているのであり、これが

生命科学の研究現場の実態に適った適切なやり方であることが一層明らかにされた。

にもかかわらず、作成状況、利用状況及び保存・廃棄状況の点でこれらの実験ノー

トと共通する被告の本実験ノートのみがひとり「組織共用文書」であることを否定

することに拘泥するのは余りにも非合理的な態度と評されても仕方なく、それは合

理性を本質とする科学的態度と凡そ似つかわしくないものであり、その独善的、閉

鎖的な態度は速やかに是正されるべきものと言うほかない。 

                                                                                                                                          
3 そのURLは http://www.lif.kyoto-u.ac.jp/j/?post_type=research&p=4786 
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第５、証拠の提出（２） 

 文部科学省所管の外郭団体である独立行政法人日本学術振興会は、学術研究の助

成、研究者の養成のための資金の支給、学術に関する国際交流の促進、学術の応用

に関する研究等を行うことにより、学術の振興を図ることを目的とする団体である

が（独立行政法人日本学術振興会法 3 条）、死者まで出し日本中を震撼させた昨年

の「STAP細胞」の論文不正問題を受け、本年３月、日本学術会議と連携・協力し

て研究倫理教育教材「科学の健全な発展のために－誠実な科学者の心得－」を作成・

発表した。文部科学書のホームページで、次の通り紹介し、公開されている。 

 

《不正行為を事前に防止し、公正な研究活動を推進するために、研究機関において

研究倫理教育を確実に実施することなどにより、研究者倫理を向上させることが重

要です。 

 このため、日本学術振興会では、日本学術会議と連携・協力しながら研究倫理教

育教材を作成しており、テキスト版を公開しています。》4 

 

 このテキストのうち、実験ノート（上記テキストでは「ラボノート」と呼んでい

る。４４頁１３行目）に関する部分を、今回、証拠として提出する（甲３２）。 

 そこには、次のように記述されており、実験ノートに記録された実験データが当

該研究機関に帰属するのみならず、有体物である実験ノート自体もまた原則として

当該研究機関に帰属することをはっきり認めた。 

《ラボノートは基本的に個人の所有ではなく，研究環境と資金を提供している組織

(大学・企業など) 

                                                 
4 http://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/1353972.htm 
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に帰属すると考えられています》（４６頁下から２～１行目） 

  

さらに、実験ノートの重要な役割の１つとして、研究室や研究グループ内での共

有、有効活用つまり「組織共用性」の点を挙げた。 

《第三に，研究室や研究グループ内でデータやアイデアを可視化し，共有し有効に

活用する方策，いわゆる「ナレッジマネジメント」の道具となります12。》（４４頁

１６～１８行目） 

 

第６、求釈明 

 原告準備書面(１)の「第１、はじめに」で述べた通り、本裁判の主題は、実験の

生データが記録された実験ノートの開示請求に対する全部不開示処分の取消を求め

るものであり、その主題をめぐって、原告は、次の３つの論点の順番に主張と必要

な立証を行う。 

①．実験ノートが物理的に存在すること、 

②．実験ノートが組織共用文書であること 

③．実験ノートが不開示事由に該当しないこと 

このうち、論点①はさらに次の論点に分説される。 

(1)、被告が実施した実験とは何か 

(2)、その実験の担当者は誰か 

(3)、その担当者が実験ノートを作成したかどうか 

 このうち、 

(1)について 

 被告が実施した実験の一部については、原告準備書面(１)８～１０頁・同書面３

７～３９頁で述べた通り、公開された被告作成の書面・論文からうかがい知ること

ができるが、それ以外は原告には分らない。 
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(2)について 

 上記被告作成の書面・論文からうかがい知ることができる実験については少なく

とも川田氏及び大島氏は担当したことはうかがい知ることができるが、そのときの

共同実験者までは分らない。また、これらの実験以外については、誰が担当したか

は分らない。 

(3)について 

 これらの実験担当者がそれぞれ実験ノートを作成したことは間違いなく、被告も

争わないはずである。 

 

 よって、以上を踏まえて、被告は、次の事実を明らかにされたい。 

(1)、被告は本研究プロジェクトにおいて、本実験つまり本研究プロジェクトに関連

して実施された実験のうち「栽培」実験以外のすべての実験、言い換えると遺伝子

組み換え稲の「開発」に関連して実施されたすべての実験としていかなる実験を実

施したか、その全貌について。 

(2)、上記実験について、その実験の担当者は誰か、その全貌について。 

(3)、その担当者が実験ノートを作成したかどうか。 

(4)、上記実験ノートが現在、物理的に存在するか否かについて。 

以 上 
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文書目録 

 

１．訴状別紙請求文書目録記載の実験に関するすべての情報を含んだ、いずれの記

録媒体かのいかんを問わずアナログデータ及びデジタルデータの全体。 

 

２．訴状別紙請求文書目録記載の実験に関するすべての情報を含んだ、プロジェク

ト報告書。 

以 上 

 

 

 


